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［2022年度　環境取り組み計画　実績開示］

売上高当たり
CO2排出量原単位の低減

対象範囲： 企業活動
（Hondaと主なグループ会社※1）

■企業活動のCO2排出量原単位の低減（売上高当たり指数）

実行施策
● ）器機源熱、明照DEL（ 入導の器機率効高
● 『Honda Green Action』のグループ全体への展開
● 再生可能エネルギー活用
● 省エネ診断によるムダ削減
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取り組み内容 2022年度までの実績 取り組み内容 2022年度までの実績

※1 Hondaと主なグループ会社：本田技研工業（株）と（株）本田技術研究所、（株）ホンダアクセスの範囲

輸送領域CO2排出量の
低減施策の継続展開

〈実行施策〉
● 取引先との連携で輸送の効率化
● 船・鉄道を活用した輸送形態への転換でモーダルシフトの拡大および船舶
輸送率の向上

● コンテナ詰率の向上とコンテナラウンドユース継続

輸送領域でのCO2 排出量低減
輸送導線および輸送形態の見直し /
コンテナ詰率の向上および
コンテナラウンドユース継続

対象範囲： 省エネ法荷主範囲

企業活動に関する取り組み
　Hondaは2022年度の環境取り組み計画において、気候変動・エネルギー問題への対応に関しては、

製品ライフサイクルの観点で企業活動全体の取り組みを強化していきます。

気候変動・エネルギー問題への対応
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